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第１ はじめに 



(1) 改正作業の進捗状況 
 
 平成21年10月28日 法務省民事局、債権法改正を法制審議会へ諮問 
 平成21年11月 法制審議会民法（債権関係）部会設置 
 平成23年5月 「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」が決定 
 平成25年4月 「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」が決定 
 平成26年8月26日 「民法（債権関係）の改正に関する要綱仮案」が決定 
 平成27年2月10日 「民法（債権関係）の改正に関する要綱案」が決定 
 平成27年2月24日 「民法（債権関係）の改正に関する要綱」が決定、法制審議会が答申 
 平成27年3月31日 「民法の一部を改正する法律案」が第189回通常国会に提出 
 平成27年9月27日 第189回通常国会が終了 
 衆議院で「閉会中審査」の状態 
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（２）改正案の全体的な傾向 
   

 改正の目的は、 
   ①民法を国民一般に分かりやすいものとすること 
   ②社会・経済の変化への対応を図ること 
  （改正の「諮問」（平成21年10月28日総会、諮問第88号））。 

 改正案を見る限り、実際には、 

 ・現行の判例実務に変更を加えないもの、大きな変動はないと推測されるものが多数。 
   ①判例法理の明文化 
   ②一般的に承認されている法理等の新設 
   ③基本的な概念変更があるも、実務に大きな変動はないと推測されるもの 
 ・実務的に影響があると思われるものとして、消滅時効、法定利率、保証など。 
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３ 本講演で取り上げるトピックについて 

 ⑴ 実務上特に影響があると思われる分野として、 
   消滅時効、法定利率、保証 
 ⑵ 報道等で多く取り上げられている分野として、 

定型約款、賃貸借 
 ⑶ 法律実務家にとって重要な分野として、 
   債務不履行責任、解除、瑕疵担保責任、危険負担 
   債権譲渡、相殺、詐害行為取消権（の一部分） 
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第２ 実務上影響があると思われる分野 

 １ 消滅時効  

 ２ 法定利率 

 ３ 保証 
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１ 消滅時効 

⑴ 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 
   
⑵ 不法行為等による損害賠償請求権の消滅時効 
  
⑶ 時効の完成猶予及び更新 
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⑴ 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 

 ア 現行法の整理 
  原則：権利を行使することができる時から１０年間権利を行使しないとき 
     に時効成立。 
  しかし、多数の例外規定が存在 
 ・商事消滅時効（現行商法522条）：商行為によって生じた債権は、５年 
 ・職業別の短期消滅時効（民法第170条から第174条） 

 生産者、卸売商人又は小売商人が売却した産物又は商品の代価にかかる債権は、２年 
 自己の技能を用い、注文を受けて、物を製作し又は自己の仕事場で他人のために仕事
をすることを業とする者の仕事に関する債権は、２年 

 工事の設計、施工又は管理を業とする者の工事に関する債権は、３年 
 自己の労力の提供を業とする者の報酬又はその供給した物の対価にかかる債権は、１
年 
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⑴ 債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点 

 イ 改正法  
  次の２つの起算点による処理に一本化。 
①主観的起算点：債権者が権利を行使することができることを知った時から
５年間行使しないとき（改正案166条1項1号） 

②客観的起算点：権利を行使することができる時から１０年間行使しないと
き（同2号） 

  
  その結果、 
 ・商法第522条（商事消滅時効）の削除 
 ・職業別の短期消滅時効（民法第170条から第174条）の廃止  
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⑵ 不法行為等による損害賠償請求権の  
  消滅時効 

  
 ア 不法行為による損害賠償請求権の消滅時効については、 
   主観的起算点（損害及び加害者を知った時）から３年（現行法通り） 
   客観的起算点（不法行為時）から２０年（※） 
  とする（改正案724条）  
 
 イ 人の生命又は身体の侵害による損害賠償の請求権については、 
   主観的起算点からの期間→５年（不法行為に基づく損害賠償請求権が、３年から５年へ） 
   客観的起算点からの期間→２０年（契約に基づく損害賠償請求権が、１０年から２０年へ） 
  との規定を新設（改正案167条） 
 
※現行法にも「不法行為の時から２０年」との規定はあったが（724条後段）、判例上除斥期間と理
解されていた。改正案は、この期間が消滅時効期間であると明言したため、時効障害事由（現行法の
中断・停止）などの規定が適用されることに。 
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⑶ 時効の完成猶予及び更新 
 ア 時効障害事由の再構成  
  時効の中断（現行147条以下）→時効の更新「新たにその進行を始める」 
  時効の停止（現行158条～161条）→時効の完成猶予「完成しない」 
 としたうえで、時効障害事由をそれぞれ再構成。 
 
 イ 強制執行・保全手続の整理（改正案148条、149条） 
 
 ウ 新たな時効障害事由 

当事者間で、権利に関する協議を行う旨を書面で合意→原則1年、時効の完成
が猶予（改正案151条） 

（例）Ａ社は、平成２５年６月にＢ社に対して販売したパソコン１０台の 
代金が未払いだったので、平成２７年３月にその支払いを求めたが、Ｂ社は、 
そもそも平成２５年６月にパソコンを購入したはずがないと反論している。 
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２ 法定利率 

 ⑴ 改正点の概要 
 ア 現行法 

 法定利率は５％で、商人間の取引であれば６％ 

 →市中金利との乖離が著しく、高すぎるとの批判があった 

 イ 改正案 
・法定利率を年３％とした上で、３年ごとに利率の見直しを行う変動制
（常に整数値で変動する）が採用（改正案404条） 

・商事法定利率（６％）の撤廃（現行商法514条の削除） 
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⑵ 利息の変動制について 
 ア 変動の方法 
 市中金利が1％以上変動すれば、法定利率も1％変更（整数値で変動する） 
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（具体的な算定方法） 
①3年を一期として、各期の過去５
年間の短期プライムレートの平均
値（基準割合）を算定 
②改正法施行時の期（ないし法定
利率の変更があった期）と当期の
①の数値を比較し、1％以上の差が
あれば（1％未満の端数は切り捨て
る）、従前の法定利率に加算又は
減算をする。 

※出典：法務省法制審議会－民法（債権関係）部会資料より 
（http://www.moj.go.jp/content/000125160.pdf） 

【想定されているイメージ】 

（１期＝３年） 



改正案のルールを、過去４０年程度に適用させた場合 

※出典：法務省法制審議会－民法（債権関係）部会資料より
（http://www.moj.go.jp/content/000125160.pdf） 
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⑵ 利息の変動制について つづき 

 イ いつの時点の法定利率を採用するか？ 
・利息については、利息が生じる最初の時点における法定利率（改正
案404条1項） 

・遅延損害金については、債務者が遅滞に陥った時点の法定利率（改
正案419条1項） 

 →利息（ないし遅延損害金）の発生中に法定利率が変更されたとして
も、当初の利率が適用される。 

 ウ 実務的な影響は？ 
 ・変更が行われる頻度は？→頻繁な変更はないと推測される 
 ・実務的に影響がある場面は？ 
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３ 保証 

 保証契約が利用される場面 
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Ａ銀行 
（債権者） 

Ｂ商店 
（債務者） 

事業資金を融資 

（保証人） 
①Ｃ社長 
②部下のＤ取締役 
③Ｃ社長の妻Ｅ 

債務者の 
債務を保証 

⑴Ａ銀行がＢ商店に事業資金を
貸付け（上記の図） 
これ以外にも… 
⑵Ａ商事がＢ商店に商品を販売
し、売掛金債権を取得 
⑶Ａ不動産がＢ商店に店舗物件
を賃貸し、賃料債権を取得 

協力を要請 



⑴ 改正点の概要 

  ア 現行法（平成１６年改正の際に新設された規定） 
  ①書面性（口頭での保証契約は無効、民法446条2項） 
  ②貸金等根保証契約（貸金等債務を主債務に含む個人根保

証契約）について、極度額の定めを義務付け（定めがなけ
れば無効。民法465条の2） 

  イ 改正案 
①事業のために負担した貸金等債務の個人保証につき、公正
証書の作成を義務付け（いわゆる経営者保証は適用除外） 
②極度額の定めが必要となる保証契約の範囲が、個人根保証
契約全般に拡大 
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⑵ 公正証書の作成 
 個人の保証人が、事業のために負担する貸金等債務を主たる債務とする保証
契約を締結する場合は、契約締結の日前1か月以内に作成された公正証書で、
保証人が保証債務を履行する意思を表示していなければ、効力を生じない
（改正案465条の6）。 

 ただし、次の者が保証人となる保証契約（いわゆる経営者保証）の場合は、公正証書の作成
は不要（改正案465条の9）。 

 ①主たる債務者が法人その他の団体である場合 

  ・理事、取締役、執行役又はこれらに準ずるもの 

 ・総社員又は総株主の議決権の過半数を有する者 

 ②主たる債務者が個人である場合 

  ・主たる債務者と共同して事業を行う者 

 ・主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配偶者 
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⑵ 公正証書の作成 
  
※公正証書を作成する場合の方式 
 ①保証人（になろうとする者）が、公証人に対して契約内容や保証意思等
を口授 
 ②公証人が、保証人の口述を筆記した上で、保証人に読み聞かせor閲覧 
 ③保証人が、公証人の筆記が正確なことを承認し、署名押印 
 ④公証人が、①から③の手続きに沿って作成したことを付記し、署名押印 
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⑶ 個人根保証に関する規制の拡大 

    現行法 改正案 

極度額の定め 
貸金等債務 定めなき場合は契約無

効（465条の2第2項） 
定めなき場合は契約
無効（465条の2） 

その他の個人根保証 （規制なし） 定めなき場合は契約
無効（465条の2） 

元本確定期日 貸金等債務 
最長で5年後、定めなき
場合は3年後（465条の
3） 

最長で5年後、定めな
き場合は3年後（改正
なし） 

その他の個人根保証 （規制なし） （規制なし） 

元本確定事由 

貸金等債務 

主債務者又は保証人に
つき、①強制執行又は
担保権の実行、②破産
手続開始決定、③死亡
（465条の4） 

主債務者又は保証人
につき、①強制執行
又は担保権の実行、
②破産手続開始決定、
③死亡（改正なし） 

その他の個人根保証 （規制なし） 
主債務者につき③、
保証人につき①から
③（465条の4） 

個人根保証に関する規制の比較 
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第３ 報道等で多く取り上げられている分野 

 １ 定型約款  

 ２ 賃貸借 
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１ 定型約款 
約款とは？ 
 身の回りで、規定等の細かい内容を確認せずにＯＫする契約の例 
銀行の預金口座に関する取引約款 
交通機関の切符の払戻し等に関する規約 
保険の約款 
パソコンのソフトウェアの利用規約 

 
 これらの規定は、一般的に、規定をきちんと読んでいなくても、利用者は
当該規定等を守らなくてはならず、「知らなかったから従えません」とは言
えない→法的にはどう説明すればよいか？ 
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１ 定型約款 
⑴ 約款規制導入の経緯 
【積極的な意見】 
• 現代社会では、約款取引（鉄道・航空機等の運送約款、保険約款など）が
幅広く利用されているが、その規制は必ずしも十分でない（約款規定の開
示が不十分、条項が一方的など） 

• 実務上、消費者等が約款取引の際に個別の細かい条項にまで目を通して契
約することはまれだが、民法の原則からすれば、当事者の合意がない契約
条項に拘束力を認めることは困難 

• 多くの諸外国でも、約款に関する規制は明文化されている。 
【消極的・謙抑的な意見】 
• 実務上「約款」と呼ばれるものは多数あるため、適用対象を限定しなけれ
ば、取引実務への影響が甚大である 

→改正案は、適用対象を限定して、「定型約款」に関する規制を導入 
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⑵ 適用対象 

 （改正案548条の2第1項柱書） 

 ①ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であり、 

 ②その内容の全部又は一部が画一的であることが双方にとって合理的
なもの（「定形取引」）において、 

 ③契約内容を補充することを目的に準備された条項。 

 （例）鉄道・航空機等の運送約款、保険約款、銀行取引約款、パソコ
ンのソフトウェアの利用規約等 

  
 では、事業者間で取り交わす定型的な取引基本契約書などは該当する
のか？→基本的には該当しない（法制審議会での議論内容） 
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⑶ 定型約款に適用されるルール 

ア 契約内容の補充（改正案548条の2） 
契約内容を定型約款によって補充することを合意すれば、個別の条項に

ついて合意したものとみなす。 
ただし、信義則に反して相手方の利益を一方的に害すると認められる条

項には、みなし規定は適用されない。 
   
イ 定型約款の内容の表示（改正案548条の3） 

定型取引を行う者は、相手方から請求があれば、遅滞なく定型約款の内
容を示す必要（既に約款を書面等で提供していれば、適用なし）。 

 
ウ 定型約款の変更（改正案548条の4） 

合理的な内容の変更であれば、相手方の個別の合意がなくとも、一定の
要件の下で（周知の措置、効力発生時期の設定）変更が可能。 
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２ 賃貸借 

⑴ 主な改正点 
 新設される規定は多いが、判例法理を元にしたものが殆どで、裁判実務が
明らかに変わるような改正点は特に見られない。 
 （具体例） 

• 賃借物の返還時に、賃貸人が敷金（賃料債務等を担保する目的で交付
される金銭）を返還しなければならないことが明記（改正案622条の2、
判例法理） 

• 賃借人の原状回復義務に関し、通常の使用収益による損耗・経年変化
が賃借人の義務に含まれない（当該損耗・経年変化については賃貸人
が負担すべきである）こと（判例法理）を明文化（改正案621条） 

• 賃貸人が賃貸不動産を譲渡した場合に、原則として賃貸人の地位が譲
受人に承継される（賃借人は、対抗要件を備えていれば賃借を継続で
きる）こと（判例法理）を明文化（改正案605条の2） 
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２ 賃貸借 

⑵ 注意すべき点 

 賃借人の賃料等の債務につき個人の連帯保証人を付する場合 

→根保証に関する原則規定（改正案465条の2以下）が適用さ
れるため、極度額の定めがなければ保証契約自体が無効に 
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第４ 実務上重要と考えられる分野 

 １ 債務不履行責任 
 ２ 解除 
 ３ 瑕疵担保責任 
 ４ 危険負担 
 ５ 債権譲渡 
 ６ 相殺 
 ７ 詐害行為取消権 
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１ 債務不履行責任 
 ⑴ 現行法 
  債務者が債務を履行しない場合は、債務者に帰責性（伝統的には、債務者の過
失と言われていたが、実務上は、取引通念に従い客観的・規範的に判断されてい
た）があれば、損害賠償責任が発生。 
 ⑵ 改正案 
  債務者の帰責性が、過失の有無ではなく、「契約その他の当該債務の発生原因
及び取引上の社会通念に照らして」判断されることが明記（改正案415条1項）。 

  （債務不履行による損害賠償）
第415条 　債務者がその債務の本旨に従った
履行をしないときは、債権者は、これによって生
じた損害の賠償を請求することができる。債務
者の責めに帰すべき事由によって履行をするこ
とができなくなったときも、同様とする。

（債務不履行による損害賠償）
第415条　債務者がその債務の本旨に従った
履行をしないとき又は債務の履行が不能であ
るときは、債権者は、これによって生じた損害
の賠償を請求することができる。ただし、その債
務の不履行が契約その他の債務の発生原因
及び取引上の社会通念に照らして債務者の責
めに帰することができない事由によるものであ
るときは、この限りでない。
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２ 解除 

 ⑴ 概要 
・現行法では、解除の要件として、債務者の帰責事由が必要 
→債務者の帰責性は不要へ（解除制度を、債務者に対する責任追及のため
の制度ではなく、契約の拘束力からの解放のための制度と位置付け） 

  
・現行法が定める解除の類型は、履行遅滞、定期行為、履行不能の３つの
み（判例法理によって補充） 

 →解除の要件を整理（次スライドを参照） 
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⑵ 現行法と改正案との比較 

現行法 改正案 
履行遅滞（541条） 
→催告解除、債務者に
帰責事由が必要（司法
研修所の見解） 

・履行遅滞の場合の催告解除の規定は、改正なし（541
条本文）→法制審部会は、帰責事由不要説を採用 
・不履行が軽微な場合の例外規定が新設（541条ただし
書、判例法理） 

定期行為（542条） 
→契約目的達成不能で
あれば、無催告解除 

無催告解除が認められる類型として、次の⑴から⑸の規
定を設ける（542条1項） 
⑴ 履行不能（現行法543条）→帰責事由が不要へ 
⑵ 債務者が履行拒絶の意思を明確に表示（判例法理） 
⑶ 一部不履行＋残存部分では契約目的達成不能（判例法
理） 
⑷ 定期行為（現行法542条通り） 
⑸ 不履行＋契約目的達成不能（受け皿規定） 

履行不能（543条） 
→無催告解除、債務者
に帰責事由が必要（543
条ただし書） 
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３ 瑕疵担保責任 
 ⑴ 現行法及び実務の状況 

  
 
商品に瑕疵（品質不良、数量不足など）があった場合、Ｂ（買主）はＡ（売主）に対し
てどのような主張をするか？ 
 考えられる主張は… 現行法は… 
 ①修理、代品や不足品の引渡し ①根拠規定なし 
 ②代金の減額 ②数量不足のみ規定あり 
 ③損害賠償請求 ③規定あり、賠償範囲が限定（判例） 
 ④解除 ④規定あり、要件限定 
 →実務では、契約書上①から④を明記しておくことが多い。 

A（売主） Ｂ（買主） 商品 
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⑵ 改正案のスタンス 

 売買の目的物が「種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない」
場合（現行法上の「瑕疵」がある場合）、買主には、次の請求権が認めら
れる。 

  
 ①追完請求権（修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しの請求）※新設 
 ②代金減額請求権（現行法は数量不足のみ規定があった→範囲拡大） 
 ③損害賠償請求権：根拠条文が一般規定（改正案415条1項）へ 
 ④解除権：根拠条文が一般規定（改正案541条以下）へ 
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⑶ 瑕疵担保責任・根拠法令、要件効果等の整理 

  現行法 改正案 

①追完 根拠規定なし 
契約不適合であれば、追完（修補、代
替物の引渡し又は不足分の引渡し）の
請求が可能（562条） 

②代金減額 数量不足のみ根拠規定あり（565条
が準用する563条） 

種類、品質又は数量の契約不適合の場
合に請求が可能（563、565条） 

③損害賠償 

570条が準用する566条1項 
無過失責任 
賠償範囲につき争いあり（伝統的な
理解によれば、信頼利益の賠償に留
まるが、例外を認める裁判例もあ
り） 

一般規定（415条1項）による（564
条） 
415条1項ただし書の抗弁（帰責事由
不存在の抗弁）が成立 
賠償範囲に限定なし（現行法416条に
基づく） 

④解除 
570条が準用する566条1項 
契約目的の達成不能が要件として必
要 

一般規定（541条以下）による（564
条） 
催告解除（541条）が可能に 34 



⑷ 期間制限 

 ア 現行法 
 瑕疵を理由とする解除や損害賠償の請求は、 
 ①買主が「事実を知った時から1年以内」に（570条が準用する566条3項）
②売主の担保責任を問う意思を明確に告げて（判例）する必要。 

  
   イ 改正案（566条） 
 ①→売主が目的物を引き渡す際に、目的物の瑕疵につき悪意重過失の場合
は、1年の期間制限は適用されない。 
 ②→単なる通知（契約不適合があることの通知）のみで足りる。 

35 



４ 危険負担 
 ⑴ 現行法（の問題点） 
  
  
 契約締結の後、商品引渡しの前に、Ａ（売主）には落ち度がなかったものの、商品
が毀損・滅失。Ｂ（買主）は代金を支払う必要があるか？ 

・商品が特定物：代金を支払う必要（534条1項） 
・商品が不特定物：Ｂに引き渡す商品が特定された後の毀損・滅失であれば、代
金を支払う必要（534条2項） 

→現行法の規定通りであれば、買主は商品を手にしていないのに、代金を支払っ
て損失を被る必要があり（債権者主義）、批判が強かった。実務上は、契約書
（約款）上で、目的物の引渡時までの間に毀損・滅失があっても、買主は代金
を支払う必要がない旨を定めることが多かった。 

 

Ｂ（買主） A（売主） 商品 
商品引渡し 

代金支払い 
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⑵ 改正案のスタンス 

 ・債権者主義を定める534条（及びこれに関連する535条）を削除 
 ・売買契約における危険の移転時期が、原則として目的物の引渡
時とされる（改正案567条） 
  ∴Ｂ（買主）は代金の支払義務を免れる。 

  
 →実務運用に近い立場を採用。 
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５ 債権譲渡 

A（譲渡人）  B（譲受人） 

Ｃ(債務者） 
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⑴ 債権の譲渡性とその制限 

 ア 基本的（理論的）な改正点 
  譲渡禁止特約が付いた債権の譲渡：有効（現行法では無効） 
※善意無重過失の譲受人を保護するという結論自体に変更はない
（現行法：善意（無重過失）の譲受人には対抗できない（466条2項ただし書）、
改正案：悪意重過失の譲受人には履行を拒絶できる（同条3項）） 

 イ 上記改正に伴う改正点 
・悪意重過失の譲受人は、債務者に対し、債権の譲渡人への履行
を催告することができ、債務者がそれでも支払わない場合は、
譲受人は直接請求が可能に（改正案466条4項） 
・譲渡禁止特約付債権が譲渡された場合、債務者は供託が可能に
（改正案466条の3） 
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⑵ 将来債権譲渡 
  将来債権の譲渡が可能であることを明文化（改正案466条の6、判例法理の承認） 
 
 ⑶ 債務者の抗弁 
 
 ア 異議をとどめない承諾による抗弁の切断条項を削除（改正案468条） 
 
 イ 債権譲渡と相殺の優劣（改正案469条） 
  ・債権譲渡の通知・承諾より前に、Ｃが 
   β債権を取得していれば、弁済期の 
   先後を問わず、Ｃは相殺可能 
  （無制限説と言われる判例法理の採用） 
  ・Ｃが通知・承諾後にβ債権を取得した 
   場合でも、β債権が通知・承諾前の 
   原因に基づく場合、α債権と同一契約に 
   基づく場合は、Ｃは相殺可能  
   →相殺できる範囲が更に拡大 

Ａ(譲渡人) Ｂ(譲受人) 

Ｃ(債務者) 

α債権 
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６ 相殺 

⑴  相殺禁止 
 
⑵  支払の差止めを受けた債権を受働債権とする相殺   
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 ア 相殺禁止の意思表示（改正案505条2項） 
  【現行法】善意の第三者には対抗することができない 
  【改正案】悪意重過失の第三者には対抗することができる 
   →譲渡禁止特約に関する規定（改正案466条2、3項）とパラレル 
 
  

⑴  相殺禁止 

（相殺の要件等）
第505条　二人が互いに同種の目的を有する
債務を負担する場合において、双方の債務が
弁済期にあるときは、各債務者は、その対当額
について相殺によってその債務を免れることが
できる。ただし、債務の性質がこれを許さないと
きは、この限りでない。
２  　前項の規定は、当事者が反対の意思を表
示した場合には、適用しない。ただし、その意
思表示は、善意の第三者に対抗することがで
きない。

（相殺の要件等）
第505条　（略）※第１項につき改正なし

２　前項の規定にかかわらず、当事者が相殺を
禁止し、又は制限する旨の意思表示をした場合
には、その意思表示は、第三者がこれを知り、
又は重大な過失によって知らなかったときに限
り、その第三者に対抗することができる。
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 イ 不法行為債権等を受働債権とする相殺の禁止（改正案509条） 
【現行法】不法行為の債務者は、相殺をもって債権者に対抗することが

できない 
 
【改正案】相殺が禁止される債務を、次の①及び②と規定。 

   ①悪意による不法行為に基づく損害賠償に係る債務 
   ②人の生命又は身体の侵害に基づく損害賠償に係る債務（①に該当す

るものを除く。） 
            

⑴  相殺禁止 
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⑵ 支払の差止めを受けた債権を受働債権とする相殺 
 
差押えと相殺の場面 
 
  

 
α A（譲渡人・βの債務者）  

B（譲受人） 
 
 

Ｃ(債務者） 

Ｄ 

差押え 

α債権(売掛債権) 
Ａ社（売主） Ｃ社(買主） 

Ｂ社 

 
   

 
 
 
 
 

差押え 
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β債権（反対債権）を
もって相殺できないか？ 



改正案のスタンス ･･･相殺ができる範囲を拡大 

ア Ｂ社の差押え前に、Ｃ社がβ債権（反対債権）を取得していた場合 
 →相殺をもって差押債権者（Ｂ）に対抗可能であることを明記（改正案511

条1項。判例法理（いわゆる無制限説）の承認、実質改正なし） 
 
イ Ｂ社の差押え後に、Ｃ社がβ債権（反対債権）を取得した場合 
 【現行法】相殺をもって差押債権者（Ｂ）に対抗できない（現行511条） 
   ↓ 
 【改正案】 
差押え後に取得した債権が差押え前の原因に基づいて生じたものであるとき
は、当該債権による相殺をもって差押債権者に対抗可能（改正案511条2項）
（例えば、差押え前に納品した商品の瑕疵に関する損害賠償請求権 
 →対抗可能と思われる。） 
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７ 詐害行為取消権 

46 

Ａ社 Ｂ社（買先） 
→信用不安  
（無資力） 

Ｂ社の不動産に
抵当権を設定 

Ｃ社 

売掛債権 

詐害行為
取消し 

詐害行為取消しが
問題となる一例 



７ 詐害行為取消権 
 ⑴ 現行法の状況 
 ・法律上は424条から426条までの3か条しかなく、多数の判例法理に
よって補われていた。 
 ・破産法上の否認権の要件（破産法160条以下）と比べて、要件が異
なる場面があった 
 （例えば、不動産の時価売却や代物弁済は、破産法上は例外的に取消
しの対象となるのに対し、詐害行為取消しでは原則的に詐害行為とな
る）。 
 ・425条は「すべての債権者の利益のためにその効力を生ずる」とし
ているが、受益者（転得者）が金銭を受領しているケースであれば、
判例上、詐害行為取消権を行使した債権者が、優先的に弁済を受ける
ことが認められていた。 
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⑵ 改正案の基本的なスタンス 

 ・判例法理等を参照し、新たな規定を多数新設（改正案が設ける規定
１４か条）。 
 ・破産法上の否認権と要件が異なるものにつき、破産法の規定と同様
の規定を設ける。 
 ・詐害行為取消しを行った債権者が、受益者から直接の支払いを受け
ることができることを明文化（判例上認められていた優先的な弁済を
肯定）。 
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第５ まとめ 

 ・現行実務、特に企業法務への影響は？ 
 ・実務における留意点は？ 

49 



ご清聴ありがとうございました。 
            

  
        中 本 総 合 法 律 事 務 所 
        （東京）〒107-0051 東京都港区元赤坂1-3-9 荻島ビル4階 

Tel：03-5771-6248・Fax：03-5771-6249 

（大阪）〒530-0047 大阪市北区西天満5-9-3 アールビル本館5階 

Tel：06-6364-6241・Fax：06-6364-6243 

      弁護士  中  本  和  洋 

      弁護士  上  田  倫  史 

  
50 


